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中山間地域は河川の上流に位置するなど、その立地条件から国土の保全、水源のかん養、

景観の形成などの多面的機能を有している。しかし、農業生産条件の不利性等から担い手

が減少、耕作放棄地が増加し、その機能の低下が懸念されている。 

このため、農業生産の維持を通じて多面的機能を確保・増進する観点から、自然的、社

会的条件等が不利な中山間地域等に対し、平坦地域との生産費格差の８割を補正する直接

支払制度を実施する。また、併せて、将来にわたり農地が保全されるよう自律的かつ継続

的な農業生産体制整備に向けた前向きな取組等を推進する。 

 

  

○協定締結数 

９５協定 《うち体制整備単価協定：８２協定（８６．３％）》 

※体制整備単価（通常単価）とは 

将来にわたり適正に農地が保全されるよう、自律的かつ継続的な農業生産体制

整備に向けて、地域の実情に即した前向きな取組等を実践することを要件とす

る交付単価（協定書の主な内容は別紙①のとおり） 

 

○協定参加者数 

延べ ２，７７０人（うち農業者数：２，４７２人、その他：２９８人） 

 

○協定締結面積 

１，５６２．６００１ｈａ 

【 内 訳 】                  （単位：ｈａ） 

区分 
通常単価協定 ８割単価協定 

計 
面積 面積 

田 1,281.8287 82.5373 1,364.3660 

畑 194.4966 3.7375 198.2341 

計 1,476.3253 86.2748 1,562.6001 

 

 

○交付金額                         ※単位未満は切り捨て 

３０９，４２８千円 

（国庫：１５２，４９９千円、県費：７８，４６４千円、市費：７８，４６４千円） 
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               ※単位未満は切り捨て 

○ 地域別交付金額（多い順）    

１ 肥 前 地 域…………………１００，３６９千円（面積：４０８ｈａ、協定数：２１） 

２ 唐 津 地 域…………………  ５６，２７７千円（面積：２８８ｈａ、協定数：１８） 

３ 七 山 地 域…………………  ４５，４３９千円（面積：２６６ｈａ、協定数：１２） 

４ 鎮 西 地 域…………………  ４２，９３８千円（面積：２２０ｈａ、協定数：１８） 

５ 厳 木 地 域…………………  ２９，６８０千円（面積：１４４ｈａ、協定数：１１） 

６ 相 知 地 域…………………  １５，０３５千円（面積： ７３ｈａ、協定数：５） 

７ 北波多地域…………………  １３，７７２千円（面積：１０６ｈａ、協定数：６） 

８ 浜 玉 地 域…………………   ４，９３８千円（面積： ３９ｈａ、協定数：３） 

９ 呼 子 地 域…………………     ９７６千円（面積： １３ｈａ、協定数：１） 

○ 協定集落別交付金額（多い順） 

１ 新木場（肥前）…………… １５，１２９千円（面積： ６１ｈａ） 

２ 池 原（七山）…………… １１，１６４千円（面積： ５３ｈａ） 

３ 天 川（厳木）…………… １０，１８１千円（面積： ３５ｈａ） 

４ 瓜ヶ坂（肥前）……………  ９，７２９千円（面積： ３０ｈａ） 

５ 中 浦（肥前）……………  ９，６６２千円（面積： ３４ｈａ） 

６ 入 野（肥前）……………  ８，５７５千円（面積： ３７ｈａ） 

７ 唐 川（唐津） …………… ７，５９６千円（面積： ３３ｈａ） 

８ 馬 川（七山）……………  ６，８５７千円（面積： ２６ｈａ） 

 

※１協定集落当りの平均交付金額 ３，２５７千円（平均面積：１６ｈａ） 

 

○ 交付金の使途 

個人配分：１５１，９２７千円(43.6％)  共同取組活動費：１９６，１２９千円(54.6％) 

【共同取組活動費の使途内訳】 ※前年度繰越金等を含めた支出額 （単位：千円、％） 

項  目 金  額 全体に対する割合 前年度比 

農道・水路管理費 24,003 12.2 56.9 

役員報酬 18,546 9.5 90.3 

農地管理費 25,188 12.8 86.5 

鳥獣被害防止対策費 12,769 6.5 78.5 

研修会費 3,965 2.0 62.2 

共同利用機械購入費 12,376 6.3 176.0 

多面的機能増進活動費 5,543 2.8 68.1 

共同利用施設整備費 1,174 0.6 48.1 

積立金 66,833 34.1 503.3 

その他（事務費・会議費・次年度繰越金等） 25,731 13.1 54.7 

計 196,129 100.0 101.9 
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【項目別にみる協定の上位】 

１ 令和７年度交付金額のうち共同取組活動費への充当金額   （単位：人、％、千円） 

順 地域名 協定名 参加者数 
共同取組活動費への充当 

主な共同活動費 
割合 金額 

１ 肥前 新木場 77 50 7,564 道水路管理、農用地管理 

２ 肥前 中浦 40 63 6,169 農用地管理、鳥獣対策 

３ 厳木 天川 53 59 6,020 道水路管理、農用地管理 

４ 肥前 瓜ヶ坂 39 57 5,625 農用地管理、鳥獣対策 

５ 肥前 入野 95 60 5,210 農用地管理、鳥獣対策 

 

２ 農道・水路管理費の支出金額                 （単位：人、千円） 

順 地域名 協定名 参加者数 
農道・水路管

理費の金額 
摘   要 

１ 厳木 天川 53 1,522  

２  肥前 大浦 44 1,500  

３ 肥前 入野 95 1,405  

４ 唐津 見借 22 1,356  

５ 浜玉 東山田 92 919  

 

３ 鳥獣被害防止対策費の支出金額                （単位：人、千円） 

順 地域名 協定名 参加者数 
鳥獣被害防止

対策費の金額 
摘   要 

１ 肥前 中浦 40 1,344  

２ 肥前 入野東第1 19 1,137  

３ 肥前 瓜ヶ坂 39 845  

４  肥前 新木場 77 825  

５ 七山 池原 41 654  

 

４ 農用地管理費の支出金額                   （単位：人、千円） 

順 地域名 協定名 参加者数 
農用地管理費

の金額 
摘   要 

１ 七山 池原 41 2,215  

２ 唐津 八永 11 1,801  

３ 鎮西 串 48 1,704  

４ 肥前 入野東第1 19 1,535  

５ 七山 荒川 28 1,339  
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 ５ 農業者ひとり当たりの協定農用地面積（平均値）        （単位：人、㎡） 

順 地域名 協定名 
協定 

参加者数 

うち 

農業者数 

協定農用地面積 

合計 農業者ひとり 

当たり平均 

（参考）参加者 

ひとり当たり平均 

１ 唐津 重河内 10 10 224,041 22,404 22,404 

２ 北波多 志気 20 20 409,847 20,492 20,492 

３ 厳木 杉宇土 6 5 102,289 20,458 17,048 

４ 厳木 天川 53 20 359,149 17,957 6,776 

５ 唐津 唐川 20 20 334,968 16,748 16,748 

全体 95協定 2,770 2,472 15,626,011 6,321 5,641 

 

 ６ 農業者ひとり当たりの急傾斜農用地面積（平均値）       （単位：人、㎡） 

順 地域名 協定名 
協定 

参加者数 

うち 

農業者数 

急傾斜農用地面積（田畑合算） 

合計 農業者ひとり 

当たり平均 

（参考）参加者 

ひとり当たり平均 

１ 厳木 杉宇土 6 5 102,289 20,458 17,048 

２ 唐津 重河内 10 10 193,343 19,334 19,334 

３ 厳木 天川 53 20 359,149 17,957 6,776 

４ 七山 池原 41 33 413,125 12,519 10,076 

５ 唐津 梅崎 12 12 149,957 12,496 12,496 

全体 95協定 2,770 2,472 10,620,466 4,296 3,834 

※急傾斜農用地面積には超急傾斜農用地を含む 

 

 

【集落協定参加者の年齢構成（令和8年3月末時点）】 （単位：人、％） 

区分 協定参加者数 割合 

４４歳以下 118 4.3 

４５歳～５４歳 278 10.2 

５５歳～６４歳 588 21.6 

６５歳～７４歳 1,011 37.2 

７５歳以上 725 26.7 

９５協定の計 2,720 100.0 

  ※協定参加者総数2,770のうち、50は法人・農業生産組織等のためカウントしない 
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体制整備単価（通常単価）の取組状況 【選択集落：８２集落】 

地域名 協定数 

唐津 １７ 

浜玉 ３ 

厳木 １１ 

相知 ４ 

北波多 ６ 

肥前 １７ 

鎮西 １２ 

呼子 ０ 

七山 １２ 

 

  

 

◆ネットワーク化活動計画の作成 

 ネットワーク化活動計画とは、集落協定が共同取組活動を継続できる体制づく

りを進めるために作成する、複数の集落協定間でのネットワーク化（活動の連携）

や統合、多様な組織等の参画に向けた計画のこと。 

 3つの取組の中から1つ以上取り組む計画をR11年度までに作成する。 

①ネットワー ク化  10ha 以上で活動の連携を行う。 

②統 合  10ha 以上で協定を統合する。 

③多様な組織等の参画 1組織以上が参画、又は10％以上の非農業者が 

参画する協定が組織等の連携活動を行う。 
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                    ※単位未満は切り捨て 

 ○棚田地域振興活動加算（認定棚田地域振興活動計画（認定計画）に基づき、棚田地域の振興に取り組む）  

    取組協定数：１協定（蕨野集落協定） 

    対象面積計：１７ｈａ 

    加算金額計：２，３８２千円  

 

  棚田地域振興活動加算の取組状況 

項目 主な取組 

棚田等の保全

に関する目標 

蕨野の棚田において、保全管理作業の効率化のため、苗箱洗い機２台を購

入して、現在の洗浄に要している日数を延べ 23 日から約 4.5 日に低減さ

せる。 

棚田等の保全

を通じた多面

にわたる機能

の維持・発揮に

関する目標 

令和１１年度までに蕨野地区の伝統文化である蕨野浮立を後世に引き継

いでいくため、浮立の太鼓演奏者を育成して１名から２名に増やす。 

棚田を核とし

た棚田地域の

振興に関する

目標 

棚田の価値の向上のため、自己保全管理の農地に新たな作物として黒大豆

の作付けに取り組み、作付面積を0から 19aに増加させ、蕨野棚田ブラン

ドの新たな特産品として販売するとともに、加工品の開発を研究する。 

 

○超急傾斜農地保全管理加算（超急傾斜農用地【田：1/10 以上、畑：20度以上】の保全や有効活用に取り組む） 

   取組協定数：３９協定 

  対象面積計：３９１ｈａ 

 加算金額計：２３，４９２千円 

 

 超急傾斜農地保全管理加算要件の取組状況（延べ数） 

項目 主な取組 取組協定数 

保全活動 

法面の維持・管理 ４ 

耕作道、ほ場進入路等の維持 ０ 

作業足場の設置、ほ場進入路の改良等 ０ 

農地の土壌保全（地区外からの土壌流入・流出防止） ０ 

農薬散布等施設の整備 ４ 

共同防除体制の構築（ヘリ防除等） ０ 

鳥獣害防止施設（ワイヤーメッシュ・電気牧柵等） の設置・維持管理 ３１ 

その他 ０ 

販促活動 

農産物ＰＲのための共通パッケージ・パンフレットの作成・活用  ２８ 

農産物の加工、直売所等での販売、ブランド化 ５ 

景観作物の植栽 ０ 
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環境に配慮した農業の取組による都市住民へのＰＲ ０ 

都市住民を対象にした交流事業（棚田ウォーク等） ４ 

来訪者のための施設の設置・運営 ０ 

棚田オーナー制度の実施 ０ 

その他 ３ 

 

○ネットワーク化加算（ネットワーク化、統合を行い、主導的な役割を担う人材の確保と農業生産活動の継続のための活動を行う）  

    取組協定数：４協定 

    対象面積計：７４ｈａ 

    加算金額計：３，１４８千円 

 

  ネットワーク化加算の取組状況 

協定 農業生産活動等の継続のための取組目標 

中浦（肥前） 
草刈り用トラクターとモアを導入し、ネットワーク化した協定農用地

における機械利用の共同化を進める。（利用面積0ha→6ha） 

名護屋西（肥前） 

名護屋東（肥前） 

麦原（肥前） 

令和７年度に機械の共同利用のための協議会を立ち上げる。協議会で

も導入した機械をネットワーク内で共同化し、構成員の作業効率を向

上させる。また、農業生産活動の継続に必要な堆肥散布や畦塗など、

主導的な役割を担う人材を集落協定内で１名確保する。令和１１年度

までに、協定内農用地の４０％で畦塗や堆肥散布の共同化を行う。 

 

○スマート農業加算（スマート農業による作業の省力化・効率化を図る取組を行う場合に加算） 

    取組協定数：３４協定 

    対象面積計：６６５ｈａ 

    加算金額計：３３，２４０千円 

 

  スマート農業加算の取組状況（延べ数） 

主な取組 取組協定数 

リモコン式自走草刈り機の導入 １２ 

ドローンの導入 ２８ 

水管理システムの導入 ０ 

自動鳥獣捕獲機の導入 ４ 

その他・未定 ２ 

 

○集落機能強化加算の経過措置（第５期まで行われていた加算の経過措置） 

    取組協定数：該当なし  
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                  ※単位未満は切り捨て 

○協定締結面積 

（単位：ｈａ） 

区

分 

単価 

区分 

Ｒ３年度 

① 

Ｒ４年度 

 

Ｒ５年度 

 

Ｒ６年度 

 

Ｒ７年度 

② 

５年前との比較 

②－① ②／① 

田 

通常 １，５０５ １，５１２ １，５０９ １，５１５ １，２８９ △ ２１６ ８５．６％ 

８割 ２７ ２１ ２１ ２１ ８２ ５５ ３０３．７％ 

計 １，５３２ １，５３３ １，５３０ １，５３６ １，３７１ △ １６１ ８９．５％ 

畑 

通常 ２８３ ２８６ ２８８ ２９３ １９４ △ ８９ ６８．６％ 

８割 ０ ０ ０ ０ ３ ３ － 

計 ２８３ ２８６ ２８８ ２９３ １９７ △ ８６ ６９．６％ 

計 

通常 １，７８８ １，７９８ １，７９７ １，８０８ １，４８３ △ ３０５ ８２．９％ 

８割 ２７ ２１ ２１ ２１ ８５ ５８ ３１４．８％ 

計 １，８１５ １，８１９ １，８１８ １，８２９ １，５６８ △ ２４７ ８６．４％ 

 

 

 ○協定締結数 

区分 
Ｒ３年度 

① 

Ｒ４年度 

 

Ｒ５年度 

 

Ｒ６年度 

 

Ｒ７年度 

② 

増減数 

②－① 

通常単価協定 ９６ ９７ ９７ ９７ ８２ △１４ 

８割単価協定 ３ ２ ２ ２ １３ １０ 

計 ９９ ９９ ９９ ９９ ９５ △４ 

 

○体制整備単価（通常単価）の面積割合                （単位：％） 

区分 
Ｒ３年度 

① 

Ｒ４年度 

 

Ｒ５年度 

 

Ｒ６年度 

 

Ｒ７年度 

② 

比 較 

②－① 

田 ９８．１ ９８．５ ９８．６ ９８．６ ９４．０ △４．１ 

畑 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ ９８．５ △１．５ 

計 ９８．４ ９８．８ ９８．８ ９８．８ ９４．６ △３．８ 
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○対象地域 

  ・自然的、経済的、社会的条件が不利な地域振興立法の指定地域 

   （特定農山村法、山村振興法、過疎法、半島振興法、離島振興法、棚田地域振興法） 

  ・上記地域に準じた地域（知事特認地域） 

 

○対象農用地 

１ｈａ以上の一団の農振農用地であって、次のいずれかの農用地 

 
 

○交付単価 

地 目 区  分 １０ａ当たり単価  

田 
急傾斜 ２１,０００円  

       体制整備単価 

（通常単価） 

      ※第１期対策と同額 

緩傾斜  ８,０００円 

畑 
急傾斜 １１,５００円 

緩傾斜  ３,５００円 

・最低限の活動の場合は上記単価の８割が交付額となる 

 

○加算措置    

区  分 １０ａ当たり単価 上限額 区分 

棚田地域振興活動加算 １０，０００円 

 

なし 急傾斜 

（田：1/20 畑：15°以上） 

１４，０００円 なし 超急傾斜  

（田：1/10 畑：20°以上） 

超急傾斜農地保全管理加算 ６，０００円 なし 超急傾斜  

（田：1/10 畑：20°以上） 

ネットワーク化加算 １０，０００円 １００万円／年度 ～５ha部分 

４，０００円 ５～１０ha部分 

１，０００円 １０～４０ha部分 

スマート農業加算  ５，０００円 ２００万円／年度  

水田 傾斜1/100以上1/20未満 畑 傾斜8°以上15°未満 水田 傾斜1/20以上 畑 傾斜15°以上 

○急傾斜地 ○緩傾斜地 
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集落機能強化加算の経過措置 ３，０００円 ２００万円／年度  

  

○実施期間   第１期対策 平成１２年度～平成１６年度 

        第２期対策 平成１７年度～平成２１年度 

        第３期対策 平成２２年度～平成２６年度 

        第４期対策 平成２７年度～令和 元 年度 

        第５期対策 令和 ２ 年度～令和 ６ 年度 

        第６期対策 令和 ７ 年度～令和１１年度 

 

○対象者 

  集落協定に基づき農業生産活動等を行う農業者、生産組織等 


